








































































































































































































































20） 在外国民選挙権訴訟（最大判平成 17年 9月 14日民集 59巻 7号 2087頁）、国籍法違憲判
決（最大判平成20年6月4日・民集 62巻6号1367頁）、婚外子法定相続分規定違憲決定（最
大決平成 25年 9月 4日・民集 67巻 6号 1320頁）、再婚禁止期間規定違憲訴訟（最大判平成
27年12月16日・民集69巻8号2427頁）など。
21） 前掲（注20）。
22） 小山・前掲（注19）260頁。
23） 芦部『憲法訴訟の理論』（注3）148頁。
24） 時國・前掲書（注3）41頁。
25） 最大判昭和35年7月20日・刑集14巻9号1243頁。
26） 芦部『憲法訴訟の理論』（注3）163頁。
られる場面には、実は様々なものがあること（規制対象行為を野放しにするこ
と又は規制手段を「因」、害悪の発生又は立法目的の達成を「果」と見立てた
上で、その間の関連性を問うという構造のモデルを座標軸として、そのモデル
に適合的な事例、適合的でない事例があること、後者にもさらにいくつかの類
型があること）が明らかになるだろう 27）。
（おおいし・かずひこ　筑波大学法科大学院教授）
「立法事実」の発現場面（一）
9
27） その作業の一端は、大石和彦「婚外子法定相続分規定違憲決定」公法研究77号 107頁
において行った。
